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　児童虐待の定義
○児童虐待の防止等に関する法律　第２条

    　この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、

児童を現に監護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（十八歳に満たない者

をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる行為をいう。

一　児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

二　児童にわいせつな行為をすること又は児童をしてわいせつな行為をさせること。

三　児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の

同居人による前二号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他の保護者としての

監護を著しく怠ること。

四　児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童が同居する家庭における配偶

者に対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすも

の及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）その他の児童に著しい心

理的外傷を与える言動を行うこと。

　児童虐待の禁止
○児童虐待の防止等に関する法律　第３条

    　何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。

○児童虐待の防止等に関する法律　第 14条

    　児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、児童の人格を尊重するとともに、その

年齢及び発達の程度に配慮しなければならず、かつ、体罰その他の児童の心身の健全な

発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない。

　関係機関が虐待の早期発見に努める義務
○児童虐待の防止等に関する法律　第５条

    　学校、児童福祉施設、病院、都道府県警察、婦人相談所、教育委員会、配偶者暴力相談

支援センター、その他児童の福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施

設の職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、児童虐待を

発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。

２　 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の防止並びに児童虐待を受け

た児童の保護及び自立の支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力するよう努めなけ

ればならない。

■ 関係資料（関係法令等）
3 （略）

4 （略）

5　 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐待の防止のための教育又

は啓発に努めなければならない。

　児童虐待を発見した場合の通告（守秘義務違反の対象外）
○児童福祉法　第25条

   　要保護児童を発見した者は、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児

童相談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談

所に通告しなければならない。ただし、罪を犯した満十四歳以上の児童については、この限

りでない。この場合においては、これを家庭裁判所に通告しなければならない。

② （略）

○児童虐待の防止等に関する法律　第６条

   　児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを市町村、都道府県

の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置

する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。

２　 前項の規定による通告は、児童福祉法第二十五条第一項の規定による通告とみなして、

同法の規定を適用する。

３　 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律

の規定は、第一項の規定による通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈してはならない。

　通告者を特定させる情報の漏えい禁止
○児童虐待の防止等に関する法律　第７条

    　市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所が前条第一項の規定による通告

を受けた場合においては、当該通告を受けた市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は

児童相談所の所長、所員その他の職員及び当該通告を仲介した児童委員は、その職務上知

り得た事項であって当該通告をした者を特定させるものを漏らしてはならない。
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回目 リスクアセスメントシート

児童名： 性別　男・女 年齢　　　歳 　記入者：

不明 Ｓ：緊急介入検討 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
問題なし
非該当

身体的虐待
不
明

医学的所見あり（頭部、腹
部、胸部等の殴打／首絞め
等）、生命の危機・心身の発
達に重大な懸念がある行
為、症状

不審な傷・アザあり
子供本人よる訴えあり
確実な目撃情報あり

疑い(伝聞情報）
問題なし
／非該当

治療拒否／衰弱 衣食住等の監護欠落
監護不十分

教育・保育怠慢
疑い(伝聞情報）

（　　　年・月） （　　　年・月） （　　　年・月） （　　　年・月）

性的虐待
不
明

性暴力被害の本人開示 ・
画像等 ・目撃／
妊娠／性感染症

性的行為のほのめかし／
年齢不相応な性的言動

疑い(伝聞情報）
問題なし
／非該当

心理的虐待
不
明

心中自殺強要／教唆 暴力的言動／無視
ＤＶ等の目撃／きょうだい
間差別

疑い(伝聞情報）
問題なし
／非該当

居住環境
不
明

居所不明／放浪／
車上生活

著しく不衛生な居住環境
／転居の繰り返し

不衛生な居住環境／狭小
な居住環境

地域サービス利用後も
不衛生状態継続

サービス利用で衛生状
態維持

問題なし
／非該当

経済的状況
不
明

ライフラインストップ
生活困窮（その日の生活に

困る状態）

収入不安定／多額の借
金

生活保護受給
問題なし
／非該当

本児相談歴
不
明

虐待による入院入所歴
虐待による一時保護歴／
虐待による継続的指導

虐待以外の一時保護歴／
虐待以外の施設入所歴

虐待通告歴 虐待以外の相談歴
あり・なし

　　年　月～

きょうだいの
被虐歴／相談歴

不
明

虐待による入院入所歴
不審な死亡歴

虐待による一時保護歴／
虐待による継続的指導

虐待以外の一時保護歴／
虐待以外の施設入所歴

虐待通告歴 虐待以外の相談歴
あり・なし

　　年　月～

家族形態
不
明

内縁の親子関係／
若年保護者

血縁のない親子関係
家族間葛藤あり（多子、介

護・病人と同居等）
ひとり親世帯
（別居含む）

問題なし
／非該当

家族関係
不
明

命に係わるDV 顕著なDV ＤＶの訴えあり 離婚調停・審判中
夫婦間の信頼関係の

欠如
問題なし
／非該当

親族の交流状況
不
明

交流皆無（絶縁・死別）
交流あるも支障あり

（反発等）
交流あるも支障あり
（遠距離在住）

問題なし
／非該当

◆ 安全(安否)確認 48時間以内にできず
実施の有無
直接／間接

分離の意思
不
明

帰宅拒否
保護を強く希望

帰宅不安 消極的帰宅選択 積極的帰宅選択
問題なし
／非該当

安全確保
不
明

（乳幼児）守る人なし 守る人なし
虐待者はいるが、近隣に守

る人あり（親族等）
虐待者はいるが、
家族内に守る人あり

問題なし
／非該当

精神状態
不
明

極めて不安定（衝動的）
不安定な状態／

保護者への拒否感・恐れ
関係機関の懸念あり

問題なし
／非該当

発達状況
不
明

重症心身障害児／障害の
診断があるが、受容出来て

いない

障害手帳所持／
発達障害診断あり

障害疑い／
発達障害疑い

問題なし
／非該当

健康状態
健診等

不
明

低身長・低体重 健診未受診・拒絶 虐待所見あり 心身発達状況に所見あり
予防接種未受診状況

虫歯の未治療
問題なし
／非該当

年齢 0歳 1歳～２歳 3歳～就学前 小学生 中学生以上

教育・保育
不
明

登校の禁止 連絡のない欠席
親の都合による欠席が多

い
理由あるが、欠席が多い

／学業上の課題
問題なし
／非該当

◆ 保護者への面接 未 済

面接／接触状況
不
明

完全拒否／音信不通 接触困難
初回のみ面接／
以後面接を拒否

面接に消極的
問題なし
／非該当

虐待者との同居
不
明

虐待者とのみ生活
虐待者以外の大人を

含め生活
別居するも交流あり

問題なし
／非該当

育児能力
不
明

生命維持に直結する
極端に偏った知識

偏った知識／能力なし
／母子手帳なし

育児能力不十分 育児能力に疑問あり
問題なし
／非該当

養育意欲
不
明

（乳幼児）養育意欲なし／
子供への拒否的態度

養育意欲なし／
子供への拒否的態度

養育意欲低下・無力感・
無関心

過干渉／養育負担感
問題なし
／非該当

精神状態
不
明

入院が必要なほど
精神状態が不安定

極めて不安定／判断力の
衰弱

不安定な状態 関係機関の懸念あり
問題なし
／非該当

依存の問題
(ＡＬ・薬物等)

不
明

治療せず現在も
問題を抱えている

過去に経験あり
（治療意思なし）

過去に経験あり
（治療意思あり）

現在治療中
問題なし
／非該当

社会資源
不
明

関わりを拒絶
特定機関との関わりは

あるが拒否的
特定機関とのみ良好な関

係
問題なし
／非該当

虐待への認識
不
明

虐待認識があり、状況が差
し迫っていると訴えている

行為、事実を完全否認
行為は認知しているが、
虐待を正当化している

一部を虐待と認識 虐待認識あり 非該当

援助への認識
不
明

虐待者自ら保護依頼 拒絶、暴力・脅迫的反発 拒否的、攻撃的、無視 期待と不安の混在
問題なし
／非該当

実施日

保
護
者
の
状
況

※　その他所見（特記事項）

※　リスクへの対策

　　　　　　　　□　父 ・ □　母 ・ □　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　学年等　保・幼・小・中・高（　　年）

項　目
調査結果からみえるリスクのレベル

問題なし
／非該当

世
帯
の
状
況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接現認実施日：　　　　 年　 　月　 　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現認者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

子
供
の
状
況

虐
待
の
種
類
・
程
度

ネグレクト 
不
明

ネグレクト期

乳幼児の場合は原則対象外

直接現認実施日： 年 月 日 ／

リスクに対する

対応策を記入

　要保護児童対策地域協議会の設置と関係機関との情報交換
○児童福祉法　第 25条の 2

    　地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若し

くは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連す

る職務に従事する者その他の関係者（以下「関係機関等」という。）により構成される要

保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）を置くように努めなければならない。

②　協議会は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦（以下「支援

対象児童等」という。）に関する情報その他要保護児童の適切な保護又は要支援児童若し

くは特定妊婦への適切な支援を図るために必要な情報の交換を行うとともに、支援対象児

童等に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。

③～⑧（略）　児童虐待の禁止
○児童福祉法　第 25条の３

    　協議会は、前条第二項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めると

きは、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求める

ことができる。

　要保護児童対策地域協議会の守秘義務
○児童福祉法　第 25条の５

    　次の各号に掲げる協議会を構成する関係機関等の区分に従い、当該各号に定める者は、

正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

一　国又は地方公共団体の機関　当該機関の職員又は職員であった者

二　法人　当該法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者

三　前二号に掲げる者以外の者　協議会を構成する者又はその職にあった者

 

■ 関係資料（関係法令等）

※「東京ルール」（P2）において、東京都児童相談所と子ども家庭支援センターが共通理解を構築する
    ために使用しているリスクアセスメントシートです。
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（設置）
第１条　大田区要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」
という。）は、被虐待児童だけではなく保護を要する児童
の早期発見と早期対応、更にはその家族を支援すること
を目的として、関係機関の連携を確保し、子育て支援の適
切な実施のため、児童福祉法（昭和22年法律第164
号。）第25条の２第1項の規定に基づき設置する。

（構成等）
第２条　協議会は、別表第１に掲げる機関等の代表者等で
構成する。

　２　協議会の活動を円滑に進めるため、代表者会議、実務
　者会議、個別ケース検討会議を開催する。

　３　区長は要保護児童対策調整機関として子ども家庭支
　援センターを指定する。

（会議）
第３条　協議会に会長及び副会長を置く。
（１） 会長は、所管部長をもって充てる。
（２） 会長は、会務を総理する。
（３） 副会長は、会長の指名する者をもって充てる。
（４） 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は
会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（招集）
第4条　代表者会議は会長が招集し、実務者会議及び個別
ケース検討会議は副会長が招集する。

　２　会長及び副会長は必要と認めるときは、構成員以外
　の者の出席を求めることができる。

（代表者会議）
第５条　代表者会議は、次に掲げる事項を所掌する。
（１） 要保護児童対策ネットワークの連携方針に関すること。
（２） 関係機関相互の情報交換及び状況把握に関すること。
（３） 要保護児童支援事業等の総合調整や連携に関する
こと。

（実務者会議）
第６条　実務者会議は、次に掲げる事項を所掌する。
（１） 地域の関係機関相互の情報交換及び状況把握に関
すること。

（２） 地域に要保護児童対策ネットワークを構築するた
め、関係機関相互の連携に関すること。

（３） 地域の関係機関のケースの事例検討に関すること。
（個別ケース検討会議）
第７条　個別ケース検討会議は、次に掲げる事項を所掌する。
（１） 個々のケースについて具体的援助方法の実施に関
すること。

（協力要請）
第８条　会長は、児童福祉法第25条の３の規定により要保

護児童等に関する情報の交換及び支援の内容に関する
協議を行うため必要があると認めるときは、関係機関に
対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協
力を求めることができる。

　２　前項の規定により関係機関に協力要請するときは、
児童福祉法第25条の３の規定に基づく調査について（別
記様式）により行うものとする。

　３　会長は、前項の協力を求める場合は、個人情報の保
護に配慮しなければならない。

（秘密の保持）
第９条　協議会の構成者は、正当な理由がなく、協議会の職
務に関して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

（印章）
第10条　協議会の印章の名称、番号、書体、寸法、用途及び
印章管理者は、別表第２のとおりとし、ひな型は、別表第３
のとおりとする。

   ２  前項に定めるもののほか、印章の取扱いについては、
区長が管理する公印の例による。

（事務局）
第11条　協議会の事務局は、子ども家庭支援センターに置く。
（その他）
第12条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長
が別に定める。

付　則
１　この要綱は、公示の日から施行する。
２　大田区児童虐待防止協議会設置要綱（平成１６年６月１
日こ家セ発第６４－２号助役決定）は、廃止する。

付　則
１　この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
２　こども家庭支援ネットワークに関する相談関係実施機
関連絡会議実施要領（平成１７年６月２４日付こ家セ発第
６１号こども育成部長決定）は廃止する。
付　則　
　　この要綱は、決定の日から施行する。
付　則  
　　この要綱は平成24年４月1日から施行する。
付　則  
　　この要綱は、決定の日から施行する。 
付　則  
　　この要綱は、決定の日から施行する。 
付　則  
　　この要綱は、決定の日から施行する。 
付　則  
　　この要綱は、令和2年4月1日から施行する。 

平成21年3月12 日20
平成21年5月29 日21
平成23年4月20日23
平成24年3月19日23
平成28年2月17日27
平成31年3月14日30
令和 2年3月 3日31
令和32年3月23日31
令和35年2月27日  4
令和36年9月10日  6
令和37年3月   7日  6

こ家セ発第10578号
こ家セ発第10123号
こ家セ発第10074号
こ家セ発第11218号
こ家セ発第11787号
こ家セ発第12199号
こ家セ発第12021号
こ家セ発第12168号
こ家セ発第12397号
こ家セ発第11150号
こ家セ発第12436号

改正

大田区要保護児童対策地域協議会設置要綱
平成19年 2月20日
19こ家セ発第 197 号
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別表第１（第 2 条関係）
区　分 関係機関

弁護士 東京弁護士会 弁護士
保護司 保護司 大田区保護司会
法務省 東京法務局 東京人権擁護委員協議会
警視庁 警察署 大森警察署

蒲田警察署
池上警察署
田園調布警察署
大森少年センター

医療機関 医師会 大森医師会
蒲田医師会
田園調布医師会
周産期医療検討委員会

歯科医師会 大森歯科医師会
蒲田歯科医師会

病院 大森赤十字病院
東邦大学医療センター大森病院
荏原病院
東京労災病院

民生委員児童委員協議会 民生委員児童委員協議会 大田区民生委員児童委員協議会
東京都 福祉保健局 品川児童相談所
大田区 総務部 人権・男女平等推進課

福祉部 障がい者総合サポートセンター

大森地域福祉課

大森生活福祉課
調布地域福祉課
調布生活福祉課
蒲田地域福祉課
蒲田生活福祉課
糀谷・羽田地域福祉課
糀谷・羽田生活福祉課

健康政策部 健康づくり課
大森地域健康課
調布地域健康課
蒲田地域健康課
糀谷・羽田地域健康課

こども未来部 こども未来課
子育ち支援課
こども家庭担当課
保育サービス課
子ども家庭支援センター
大森こども家庭センター
調布こども家庭センター
蒲田こども家庭センター
糀谷・羽田こども家庭センター

教育委員会 指導課
教育センター
幼児教育センター
小学校
中学校

その他連携が必要と認められる者

別表第２（第 10 条関係）
番号 名称 書体 寸法 用途 印章管理者

１ 大田区要保護児
童対策地域協議
会長印

てん書 方 21 ミ リ メ ー
トル

一般文書用 子ども家庭支援
センター所長

別表第３（第 10 条関係）
1

大田区要保護児
童対策地域協議
会長印
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発行　平成 17 年７月
改訂　平成 23 年３月
改訂　平成 28 年３月
改訂　令和   ２年３月
改訂　令和   3 年5月
改訂　令和   5 年6月
改訂　令和   8 年１月

監修：明星大学人文学部福祉実践学科常勤教授
川松　亮

編集・発行：大田区　こども未来部
子ども家庭支援センター



　少子高齢化の急激な進展による家族形態の変化や地域コミュニティの

希薄化、保護者の就労形態の多様化など、子育て世帯を取り巻く環境は大

きく変化しており、子育てに不安や孤立感を感じ、悩んでいる家庭も少な

くありません。

　このような中、児童虐待に関する相談対応件数は一貫して増加傾向に

あり、児童虐待によりこどもの命が奪われるという悲惨な事件が後を絶

ちません。

　大田区子ども家庭支援センターは、児童虐待の早期発見、迅速な対応の

ため、児童虐待通告の区民の第一義的窓口として、児童虐待防止ネット

ワークである大田区要保護児童対策地域協議会の構成機関と連携して急

増する児童虐待に対応してきました。また、児童に関わる関係機関が虐待

を疑われる児童を発見した時に迅速かつ的確に対応できるよう、児童虐

待対応マニュアルを平成17年7月に初版を作成して以来、適宜改定を重

ねてまいりました。

　こどもの最善の利益の実現のために、要保護児童対策地域協議会の構

成機関のみなさまに実践的な「手引き」として活用いただき、児童虐待の

早期発見、迅速な対応に役立てていただければ幸いでございます。

はじめにはじめに

こどもと子育て家庭の相談窓口一覧

令和 8年１月
大田区子ども家庭支援センター

●区が実施している相談
相談内容 相談場所 相談日時・受付 問合せ先

こどもと家庭の総合
相談

こどもやその家族の抱え
る問題についての相談

子ども家庭支援センター
（キッズな大森）

月～金
9：00～18：00
土
9：30～18：00

03-5753-7830

妊産婦やこどもとその家
族に関するさまざまな相
談

大森こども家庭センター

月～金
8：30～17：00

03-6423-0842
調布こども家庭センター 03-6425-7566
蒲田こども家庭センター 03-6424-5522
糀谷・羽田こども家庭センター 03-6423-8866

児童虐待通報ダイヤ
ル

虐待を受けたと思われる
こどもを見つけたときの
連絡先

子ども家庭支援センター
（キッズな大森）

月～金
8：30～18：00
土
9：30～18：00

03-5753-9924

教育相談
こどもの教育や性格、行
動上の悩みについての相
談

教育センター
教育相談室

月～金
9：00～19：00
土、日
9：00～17：00

03-5748-1201

幼児教育相談 幼児のしつけや教育の悩
み・子育てのなどの相談

幼児教育センター
幼児教育相談

月～金
9：00～17：00 03-6303-5550

こどもの発達相談

乳幼児期の育ちや発達
の相談

大森地域健康課

月～金
8：30～17：00

03-5764-0662
調布地域健康課 03-3726-4147
蒲田地域健康課 03-5713-1702
糀谷・羽田地域健康課 03-3743-4163

乳幼児期の発達相談 こども発達センター
わかばの家

月～土
8：30～17：15 03-3757-7761

学齢期の発達相談 さぽーとぴあ
月～金
8：30～19：00
土・日・祝
8：30～17：00

03-6429-8524

父母のこころの相談、乳幼児健康相談、栄養相談、
こどもの歯科相談

大森地域健康課

※お問い合わせ
　ください

03-5764-0662
調布地域健康課 03-3726-4147
蒲田地域健康課 03-5713-1702
糀谷・羽田地域健康課 03-3743-4163

ひとり親家庭

医療費の助成 子育て支援課
児童育成係

月～金
8：30～17：00

03-5744-1274

生活・住宅困窮の相談
女性相談
家庭相談

大森生活福祉課 03-5843-1028
調布生活福祉課 03-3726-0791
蒲田生活福祉課 03-6715-8800
糀谷・羽田生活福祉課 03-3741-6521

保育園入園相談

保育施設の情報提供・子
育ての相談

保育サービス課
保育サービスアドバイザー

月～金
8：30～17：00 03-5744-1617

保育料・申込みについて 保育サービス課
入園事務

月～金
8：30～17：00 03-5744-1280

●区以外の公共団体が実施している相談
相談内容 相談場所 相談日時・受付 問合せ先

児童相談 18歳未満のこどもに関
するあらゆる相談

東京都児童相談センター
「4152（よいこに）電話相談」

月～金
9：00～21：00
土・日・祝日
9：00～17：00

03-3366-4152

こどもの人権
１１０番 いじめ・体罰・虐待など 東京法務局

人権擁護委員連合会
月～金
8：30～17：15 0120-007-110

学校教育や家庭教育
の相談 進級・進路・入学相談

東京都
教育相談センター

月～金
9：00～21：00
土・日・祝日
9：00～17：00

03-3360-4175

いじめ相談ホットラ
イン いじめ・不登校 ２４時間受付 0120-53-8288

警視庁
ヤングテレホン
コーナー

こどもの非行・いじめな
ど 警視庁少年相談室 ２４時間受付 03-3580-4970

児童相談所全国共通
ダイヤル

虐待通告、児童の事で
緊急の相談 お近くの児童相談所 24時間受付 （全国共通）189



―発見から通告まで――発見から通告まで―

虐待かな？と思ったら虐待かな？と思ったら

児童虐待対応
マニュアル

児童虐待対応
マニュアル

令和８年１月

大田区
令和８年１月

大田区

オレンジリボンには
子ども虐待を防止する
というメッセージが
込められています。

大田区子ども家庭支援センター  大森
☎03-5753-7830（月～金 9:00～ 18:00）
　　　　　　　　　　（　土 　9:30～ 18:00）

東京都品川児童相談所
☎03-3474-5442（月～金 9:00～ 17:00）

東京都児童相談センター
☎03-5937-2330

警察　110番

夜間・休日・緊急性の高い場合の連絡は東京都児童
相談センターまたは警察にご連絡ください。




